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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第83期

第１四半期
連結累計期間

第84期
第１四半期
連結累計期間

第83期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 7,021,721 10,525,498 32,990,508

経常利益 (千円) 404,419 952,994 2,162,958

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(千円) 257,474 647,448 1,528,126

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △188,337 610,126 1,462,438

純資産額 (千円) 20,763,359 22,517,539 22,258,349

総資産額 (千円) 30,979,743 39,480,782 38,001,441

１株当たり四半期（当期）
純利益金額

(円) 14.14 35.57 83.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 65.8 56.0 57.6
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　　

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)業績の状況

当第１四半期連結累計期間の売上高は105億２千５百万円と前年同四半期と比べ35億３百万円(49.9％増)の増収と

なりました。

営業利益は８億８千８百万円と前年同四半期と比べ５億７千８百万円(186.8％増)の増益、経常利益は９億５千２

百万円と前年同四半期と比べ５億４千８百万円(135.6％増)の増益、親会社株主に帰属する四半期純利益は６億４千

７百万円と前年同四半期と比べ３億８千９百万円(151.5％増)の増益となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

・設備部門

設備部門は、塗装設備納入等の増加により売上高は80億２千９百万円と前年同四半期と比べ36億５千４百万

円(83.5％増)の増収、営業利益は７億８千７百万円と前年同四半期と比べ６億３千５百万円(417.2％増)の増益

となりました。

・自動車部品部門

自動車部品部門は、内装部品及び外装部品の生産・販売の減少により売上高は24億９千５百万円と前年同四

半期と比べ１億５千１百万円(5.7％減)の減収、営業利益は１億９千６百万円と前年同四半期と比べ５千万円

(20.6％減)の減益となりました。

 

(２)財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて5.3％増加し、272億９千７百万円となりました。これは、受取手形及

び売掛金が15億３千７百万円増加したことなどによります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて0.9％増加し、121億８千３百万円となりました。これは、有形固定資

産のその他が１億８千１百万円増加したことなどによります。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて3.9％増加し、394億８千万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて9.4％増加し、144億６千１百万円となりました。これは、電子記録債

務が19億２千１百万円増加したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて1.0％減少し、25億１百万円となりました。これは、役員退職慰労引当

金が３千８百万円減少したことなどによります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて7.8％増加し、169億６千３百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.2％増加し、225億１千７百万円となりました。これは、利益剰余

金が３億１千万円増加したことなどによります。

 

(３)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(４)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１億２千５百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月４日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,220,000 18,220,000
　東京証券取引所
　(市場第二部)

単元株式数は
1,000株で
あります。

計 18,220,000 18,220,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 18,220,000 ― 1,311,000 ― 668,522
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式      16,000
(相互保有株式)
普通株式　     2,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  18,181,000 18,181 ―

単元未満株式 普通株式 　  23,000 ― ―

発行済株式総数            18,220,000 ― ―

総株主の議決権 ― 18,181 ―
 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 75株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
トリニティ工業株式会社

愛知県豊田市柿本町
一丁目９番地

16,000 ― 16,000 0.09

(相互保有株式)
旭鉄工株式会社

群馬県太田市小舞木町
399番地２号

2,000 ― 2,000 0.01

計 ― 18,000 ─ 18,000 0.10
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 14,827,869 14,029,248

  受取手形及び売掛金 9,799,828 11,337,163

  製品 34,550 26,464

  仕掛品 399,158 504,402

  原材料 354,600 374,849

  その他 507,983 1,025,425

  貸倒引当金 △93 △108

  流動資産合計 25,923,898 27,297,445

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 5,231,963 5,231,963

   その他（純額） 3,522,606 3,704,488

   有形固定資産合計 8,754,570 8,936,452

  無形固定資産 108,838 109,358

  投資その他の資産   

   その他 3,236,989 3,160,681

   貸倒引当金 △22,855 △23,155

   投資その他の資産合計 3,214,134 3,137,526

  固定資産合計 12,077,543 12,183,337

 資産合計 38,001,441 39,480,782

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,323,675 3,628,235

  電子記録債務 4,763,909 6,685,641

  未払法人税等 485,652 273,884

  賞与引当金 645,476 336,734

  役員賞与引当金 65,259 18,867

  完成工事補償引当金 57,948 43,747

  その他 3,872,759 3,474,251

  流動負債合計 13,214,680 14,461,361

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 173,340 134,548

  退職給付に係る負債 1,268,361 1,284,132

  その他 1,086,710 1,083,200

  固定負債合計 2,528,411 2,501,881

 負債合計 15,743,092 16,963,243
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,311,000 1,311,000

  資本剰余金 790,542 790,542

  利益剰余金 19,158,160 19,468,837

  自己株式 △8,794 △9,228

  株主資本合計 21,250,908 21,561,151

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 914,533 885,839

  繰延ヘッジ損益 △336 ―

  為替換算調整勘定 145,965 103,616

  退職給付に係る調整累計額 △435,770 △423,644

  その他の包括利益累計額合計 624,393 565,811

 非支配株主持分 383,047 390,576

 純資産合計 22,258,349 22,517,539

負債純資産合計 38,001,441 39,480,782
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 7,021,721 10,525,498

売上原価 5,778,077 8,631,391

売上総利益 1,243,643 1,894,107

販売費及び一般管理費 933,796 1,005,528

営業利益 309,847 888,578

営業外収益   

 受取利息 19,646 21,712

 受取配当金 23,345 23,738

 持分法による投資利益 51,105 17,077

 雑収入 5,942 6,908

 営業外収益合計 100,039 69,437

営業外費用   

 固定資産除却損 3,581 3,348

 雑支出 1,886 1,672

 営業外費用合計 5,468 5,021

経常利益 404,419 952,994

税金等調整前四半期純利益 404,419 952,994

法人税等 140,129 300,014

四半期純利益 264,290 652,979

非支配株主に帰属する四半期純利益 6,815 5,530

親会社株主に帰属する四半期純利益 257,474 647,448
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 264,290 652,979

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △137,001 △28,693

 繰延ヘッジ損益 ― 336

 為替換算調整勘定 △224,989 △12,371

 退職給付に係る調整額 15,221 12,125

 持分法適用会社に対する持分相当額 △105,859 △14,248

 その他の包括利益合計 △452,627 △42,853

四半期包括利益 △188,337 610,126

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △176,779 588,866

 非支配株主に係る四半期包括利益 △11,558 21,259
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純
利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合は、法定実効税
率を使用する方法によっております。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

ります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
 至　平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
 至　平成29年６月30日)

減価償却費 172,026千円 141,041千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 546,170 30.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 336,772 18.50 平成29年３月31日 平成29年６月26日
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

   【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２設備部門
自動車部品

部門
計

売上高      

  外部顧客への売上高 4,374,816 2,646,905 7,021,721 ― 7,021,721

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,374,816 2,646,905 7,021,721 ― 7,021,721

セグメント利益 152,332 247,170 399,503 △89,656 309,847
 

　(注)１.セグメント利益の調整額△89,656千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用（主に報告セグメント

　　　　 に帰属しない一般管理費)であります。　

　　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２設備部門
自動車部品

部門
計

売上高      

  外部顧客への売上高 8,029,742 2,495,755 10,525,498 ― 10,525,498

 セグメント間の内部
 売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 8,029,742 2,495,755 10,525,498 ― 10,525,498

セグメント利益 787,878 196,251 984,129 △95,551 888,578
 

　(注)１.セグメント利益の調整額△95,551千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用（主に報告セグメント

　　　　 に帰属しない一般管理費)であります。　

　　　２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 14.14円 35.57円

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 257,474 647,448

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

257,474 647,448

普通株式の期中平均株式数(千株) 18,205 18,203
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月４日

トリニティ工業株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   大   録   宏   行   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   水   谷   洋   隆   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトリニティ工業

株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日か

ら平成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トリニティ工業株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以 上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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